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課題解決のための施策・誘導の方針 

１ 分野別の個別課題と施策・誘導方針 
・分野別の個別課題について、大田区全体のまちづくりの視点から、立地適正化計画における施策・誘導の方針を整理。 
・なお、「誘導施策等でのメニューイメージ」は、現時点における例示であり、今後、「誘導施策」を検討する際に改めて精査する予定。 
※表中の「施策・誘導の方針」の「誘導施策等でのメニューイメージ」のうち＊印は立地適正化計画の策定により活用が可能になる手法 

 
（１）土地利用・拠点形成分野 

分野課題（資料１再掲） ＜個別課題設定の視点＞ 個別課題  施策・誘導の方針 
 区全体では、2040年まで人口増加で推移する一
方、地域別には人口・世帯減少に転じるエリアや
高齢化が顕著になるエリアが発生するなど、人口・
世帯構造の変化は区全体で一様ではない状況に
なる見込み 

 これまでは、人口増加の中で多様な土地利用・拠
点が都市の活力や魅力の源泉となってきたが、人
口・世帯構造の変化や都市基盤の老朽化・陳腐
化に対応しながら、暮らしやすさ、働きやすさ、都
市活力を維持・向上できる土地利用や拠点形成
が必要 

 ①第一種低層住居専用地域における商業等の生活機能の不足 
・区北部では、一低専により良好な住環境が保全されている一方、商業施設の立
地が制限 
・一部のエリアでは、今後、地域住民の高齢化の進展とともに、買物等の生活サー
ビスが不便な地域となることが懸念 

 ①身近な生活圏における商業等生活機能の確保 
 ・高齢化により生活機能の不足が顕在化するエリアにおいて、商業等の生
活サービス機能の立地を許容する手法を導入 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・居住環境向上用途誘導地区による誘導＊ 
・特別用途地区による用途制限緩和 
・地区計画による用途制限緩和 
・建築基準法51条ただし書き許可 等 

 ②臨海部の工業・物流エリア（工業専用地域、流通業務地区）における商業
等の生活機能の不足 

・臨海島部の工業専用地域、流通業務地区では、産業機能の集積が図られてい
る一方、商業施設の立地が制限 
・就業者にとっての買物・飲食等の不便さが、魅力ある就業地の形成を図る上で
阻害要因となることが懸念 

 ②工業・物流エリアにおける就業生活を支える機能の確保 
・商業・サービス等の都市機能が制限されているエリアにおいて、人材確保や
企業立地の維持・誘致の観点から良好な就業環境の形成が求められる場
合は、立地の制限を緩和する手法を導入 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・特別用途地区による用途制限緩和 
・地区計画による用途制限緩和 
・建築基準法51条ただし書き許可 等 

 ③世帯減少により低未利用地の発生が顕著に進むエリアが発生する見込み 
・今後20年間で世帯減少が進行することにより、空き家・空き地が増加し、市街
地のスポンジ化が顕著な地区が生じるおそれ 

 ③市街地のスポンジ化の防止 
・低未利用土地の集約化等による有効活用の推進 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・低未利用土地権利設定等促進計画＊ 
・立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）＊ 等 

 ④土地の高度利用を図る場合に居住以外の都市機能の立地が弱い 
・拠点エリアにおいて、建物更新と併せた都市機能の更新を図る場合、商業・業務
といった駅周辺に相応しい都市機能の誘導が進まない可能性（床需要は居住
機能中心） 

 ④中心拠点に相応しい都市機能の誘導 
・対象エリアに不足する都市機能の立地に際して都市計画的なインセンティブ
を付与 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・特定用途誘導地区による誘導＊ 
・特定業務施設誘導地区による誘導＊ 

 ⑤都市基盤の老朽化・陳腐化 
・戦災復興土地区画整理事業は街区形態が整っているものの街路幅員は12ｍ
未満であるなど、土地の有効・高度利用を通じた都市機能の更新や歩行の有効
幅等の機能面で課題 

 ⑤既存ストックを生かした街区再編の推進 
・街区単位での再編等と併せた建物更新の誘導や公共的な空間の創出 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・市街地再開発事業＊ 等 
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（２）交通分野 

分野課題（資料１再掲） ＜個別課題設定の視点＞ 個別課題  施策・誘導の方針 
 今後、高齢化が進展する中、地域のモビリティ確
保の重要性が高まる一方、通勤・通学人口（生
産年齢人口）の減少に伴う需要減や運転手不
足などにより身近な公共交通手段であるバスサー
ビスが低下するおそれ 

 ウォーカブルな都市空間づくりが求められる中、駅を
中心とした拠点では歩行者と自動車が共存でき
る都市空間の形成が必要 

 ①交通不便地域の存在 
・駅やバス停の利用圏外や運行頻度が低い利用圏が存在しており、坂道が多い
地形で、徒歩での移動負担が大きいエリアも含まれ、今後の高齢化の進展ととも
に外出に制約がある人口の増加が懸念 

 ①需要に応じた多様な手段でのモビリティ確保 
・交通不便地域の需要密度の特性に応じて、路線バスに限らない多様な移
動手段により、地域のモビリティを確保 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・都市機能誘導区域に連絡するなど、骨格となるバス路線を、運行頻度の
維持・強化 
・自動運転バスなど新たなモビリティの導入 等 

 ②駐車場が供給過多になっている地域の存在 
・大森駅周辺では、小規模な平地式駐車場が散在しており、路外駐車場の供給
量がピーク時の需要量を上回る供給過剰の状況 

 ②中心拠点でのウォーカブルなまちづくりと併せた駐車場の適正化 
・自動車と歩行者の輻輳の解消などウォーカブルなまちづくりの視点も取り入
れた駐車場の供給量及び配置の適正化 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・大森地区等での駐車場地域ルールの検討 等 

（３）水と緑分野 

分野課題（資料１再掲） ＜個別課題設定の視点＞ 個別課題  施策・誘導の方針 
 拠点的公園は、広域的な利用による賑わい創出
も視野に入れた利活用の方向性の検討が必要 

 維持管理・施設更新の効率性や財源確保、人口
分布の変化の観点から、小規模な公園は、配置
や規模のあり方を含め、量的確保と質的向上の
両立に向けた再整理が必要 

 ①大規模な公園の老朽化 
・平和島公園、平和の森公園はともに、開園から40年以上経過しており、施設の
多くが老朽化しているほか、平和島公園、平和の森公園に関する区民アンケート
結果では、アスレチックの充実、飲食施設の整備等の魅力向上、他区からも来訪
者が訪れるような集客促進が求められている 

 ①公園のマネジメント手法の検討と併せた公園の質・魅力の向上 
・民間活力の導入による老朽化した施設等の更新と集客資源の活
用 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・広域的な性格を持つ公園について、Park₋PFI等の民間活力の導入検討 

 ②小規模な公園が多い一方、公園が不足するエリアも存在 
・区立公園の約60%が1,000㎡を下回る公園で、小規模な公園が数多くあるこ
とは、将来的に維持管理費や更新費用の財源確保が課題になる可能性 
・一方、公園が不足するエリアが区内に９か所存在しており、この解消も必要 

 ②中長期な観点での公園の再配置 
・将来の土地利用や年齢別人口分布を見据えた戦略的な公園配
置・機能の適正化 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・小規模な身近な公園（住区基幹公園）について、周辺住民の将
来の年齢構成や土地利用も踏まえた機能の転換や再編、再編後
の跡地の有効活用（保育所設置等）を検討 

（４）歴史文化分野 

分野課題（資料１再掲） ＜個別課題設定の視点＞ 個別課題  施策・誘導の方針 
 歴史的風致は個別地区ごとに維持向上が図られ
ていくことが見込まれる一方、都市全体の拠点や
回遊ネットワークとの関係性の中での位置づけを
明確化し、メリハリのある保全・活用を検討するこ
とが必要 

 ①歴史的建造物と周辺の環境が調和していない 
・民間の建築物だけでなく、公共建築物、道路、河川、公園等の公共施設も周
辺環境を構成する要素の一部であるが、歴史的建造物を引き立てる、または調
和する形態意匠となるよう工夫されているとは言い難い状況 

 ①公共施設の更新・再編と併せた歴史文化環境の向上 
・公共施設の更新、再編等と併せた歴史的建造物と調和する環境の形成 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・景観計画、公共施設の再編等と連動して、公共施設の更新、再編
等を推進 

 ②歴史的建造物の積極的な利活用に制約のある用途の存在 
・池上本門寺や洗足池等、歴史的風致向上計画の重点区域周辺には一低専
が含まれ、物販や飲食、宿泊等の用途が制限 

 ②歴史的建造物周辺での集客施設等の立地誘導 
・羽田空港を活かしたインバウンドへの対応も含め、用途制限緩和による歴
史的建造物の利活用 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・特定用途誘導地区による誘導＊ 
・特定業務施設誘導地区による誘導＊ 

 

  

地域のモビリティ確保 

歩行者と自動車が共存
できる都市空間の形成 

拠点的公園を活用した
賑わい創出 

拠点的公園を活用した
賑わい創出 

区の個性、区民の誇りと
なる歴史文化的環境の
形成 

歴史的風致の活用 



3 

（５）防災分野 
分野課題（資料１再掲） ＜個別課題設定の視点＞ 個別課題  施策・誘導の方針 

 １／30の降雨規模の高い頻度で浸水被害を受
ける可能性のあるエリアでは、被害の反復を回避す
るとともに、避難対象者に見合った退避空間・避
難先の確保が必要 

 浸水想定区域や木造密集市街地等の災害リス
クも抱えるエリアでは、多様な災害リスクが重なっ
ており、防災性の向上と、拠点形成・市街地更
新・住環境改善を一体的に進めることが必要 

 蒲田駅、大森駅周辺などでは、災害時の交通機
能停止に伴う帰宅困難者・徒歩帰宅者の発生が
懸念 

 

 ①水害リスクエリアにおける垂直避難可能な退避空間の不足 
・多摩川沿いでは、１/30確率で発生する大雨の規模で浸水するエリアが展開 
・多摩川沿いでは、多摩川氾濫（想定最大規模）時に大部分が浸水し、避難
対象者数に対して、水害時緊急避難場所の受入人数が1,000～2,000人以
上不足する町丁目が多い 
・内陸部でも、中小河川や内水の氾濫により、水害時緊急避難場所の受入人数
が最大2,000人程度不足する町丁目が点在 

 ①浸水対応型まちづくりの推進 
・高台が不足している地域について、住民の退避空間となる施設を確保 
【防災指針等でのメニューイメージ】 
・都市開発プロジェクトにおける都市の水災害対策に資する取組への
容積率緩和 
・浸水対応型建築物（本計画の中で概念・定義等を整理予定）の
普及促進（居住誘導区域で普及を図る区域の設定） 等 

 ②氾濫リスクと震災リスクを抱える市街地の存在 
・多摩川沿いでは、水害リスクエリアであるとともに、地震時に危険度が高い町丁目
が分布 

 ②まちづくりの機会を捉えた高規格堤防の整備 
・木造密集市街地の改善など面的な整備と連携して高規格堤防の整備を
推進 
【防災指針等でのメニューイメージ】 
・面的な基盤整備と併せて高規格堤防を整備 

 ③内水氾濫の被害の反復 
・中小河川が多く、区東部では低地が広がっているなど、内水氾濫のリスクが高く、
台風や集中豪雨等により内水氾濫が反復 
・想定最大規模の中小河川や内水の氾濫が発生した場合、大田区では区域の
51.9％のエリアで浸水が予想 

 ③まちづくりの機会を捉えた内水氾濫に強い市街地の形成 
・内水氾濫リスクが高いエリアでは、建築・開発等のまちづくりの機会を
捉えて、浸水被害を軽減する建物への転換を誘導 
【防災指針等でのメニューイメージ】 
・一定規模以上の開発単位での地盤嵩上げ 
・１階床レベルの引き上げ（ピロティ化等） 
・地区計画での「敷地の地盤面の高さの最低限度」や「居室の床の高さの最
低限度」の規定 
・公共施設の更新と併せた地盤嵩上げ 
・止水対策 等 

 ④帰宅困難者・徒歩帰宅者の発生 
・蒲田駅、大森駅は帰宅困難者対策が重要である一方、大田区の帰宅困難者
一時滞在施設は、大森駅周辺では確保されていない状況 

 

 ④土地の有効・高度利用と併せた一時滞在空間の充実 
・帰宅困難者対策が必要な中心拠点において、街区再編など土地の
有効・高度利用と併せて一時的な滞在空間を確保 
【防災指針等でのメニューイメージ】 
・市街地再開発事業による都市機能の更新（建替え）と併せて、帰宅困
難者の一時滞在空間を備えた施設を誘導 
・駅前広場等の交通結節点の整備と併せて、災害時の滞留空間を確保 
等 

 ⑤木造密集市街地等の危険度高いエリアの存在 
・大森中地域や西蒲田地域は、不燃領域率70％に近づいているが、それが直ち
に「住みやすさ」「快適さ」を保証するものではないと考えられる。 
・また、不燃領域率70％に到達した場合でも残りの30%の木造住宅などの建物
が倒壊し道路を塞ぐリスクは依然として存在 

 ⑤木造密集市街地の防災性能・住環境の改善 
・木造密集市街地等では、不燃領域率70％達成後も、引き続き、オ
ープンスペースの充実など住環境の改善を実施 
【防災指針等でのメニューイメージ】 
・低未利用土地権利設定等促進計画＊ 
・立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）＊  
・空き家、空き地を地域で活用する仕組みづくり 
・居住誘導区域で重点的に防災性を高める区域設定 等 
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（６）都市基盤・公共施設分野 
分野課題（資料１再掲） ＜個別課題設定の視点＞ 個別課題  施策・誘導の方針 

 戦後に形成された市街地・基盤ストックが残ってお
り、一定の整然性はある一方で、現代の都市機
能や更新ニーズに対しては性能面で制約 

 施設の老朽化の進行や区民ニーズの多様化が見
込まれる中、今後の駅周辺の拠点形成も視野に
入れながら、人口構造の変化や利用の実態に応
じた配置や機能の見直しが必要 

 ①都市基盤・公共施設の更新需要の高まり 
・大田区公共施設等総合管理計画によると、今後40年間の目的別施設
整備計画に基づく維持更新コストの見込み額は9,046億円（226億円
／年）【資料３：P76参照】 
・都市基盤や市民の暮らしを支える公共施設の計画的な維持更新にあたっ
ては、財源の確保が求められている 

 ①都市基盤・公共施設の計画的な更新 
・都市基盤・公共施設については、長寿命化を図るとともに、新たな財源の
確保策を検討しながら、計画的な更新を実施 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・都市計画施設の計画的な更新・改修の位置付け（都市計画税の
充当）＊ 
・教育文化施設等を都市計画施設として位置付け＊ 

 ②身近な公共施設の配置や機能に対するニーズの変化 
・区内では、人口が減少するエリアもあるほか、年齢別人口の分布構造が変化 
・人口構造の変化の中で身近な公共施設の配置や機能に対するニーズも変化 
・一方、個々の施設は、個別にミッションをもっており、部分最適を図ることができて
も、大田区全体の視点での全体最適の視点を取り入れることが難しい 

 ②人口分布構造やニーズの変化に対応した公共施設の再編 
・身近な公共施設のなかでも公共交通の利便性の高いエリアなど特定のエリ
アに集約することが求められる施設については、更新の機会を捉えた再配置
や再編統合を検討 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・再配置や再編統合の候補となる施設は、誘導施設に位置付け 

 

（７）住宅・住環境分野 
分野課題（資料１再掲） ＜個別課題設定の視点＞ 個別課題  施策・誘導の方針 

 夫婦と子どもから成る世帯の割合は相対的に低
下傾向にあり、学校、子育て支援施設、地域活
動の担い手の面で影響が出る可能性 

 住宅ストックの老朽化の進行に加え、賃貸を中心
に空き家数は全国で上位に位置しており、地域特
性や拠点性も踏まえた住宅ストックの適正管理・
活用が課題 

 既存住宅地において、防災性の向上や利便性の
強化、子育て環境の充実など、関連施策と整合を
図りながら住環境の質的向上を進めることが必要 

 ①子育て世帯の減少 
・現状の傾向で推移した場合、子育て世帯は2020年をピークに今後は減少する
見込み 
・都内からの人口移動（日本人）では転入者数が転出者数を上回っているが、
住宅地が多い他区と比べると転入超過の規模は小さい 
・他区と比較して、住まいの場所として選ばれにくい可能性もあり、現状で推移する
と若者世代や子育て世代の減少が継続する可能性 

 ①地域特性を生かした職住近接の住まいづくり 
・町工場・空港関連産業・商業地・住宅地が近接している都市構造を生か
し、働く場と暮らす場が近接又は一体となった住まい方を提供 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・小規模な事業スペースを組み込んだ住宅への改修促進 
・空き家・空き店舗・空き工場の住宅＋仕事場としての再生 
・老朽木造住宅や老朽工場の更新に併せた複合利用化の誘導 

 ②地域特性を生かした良好な住宅ストックの形成 
・駅周辺の中高層住宅地、落ち着いた低層住宅地、住工共存市街地な
ど、多様な住環境が地域ごとに形成されていることを生かし、地域特性に応
じた良好な住宅ストックを更新・形成 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・低層住宅地における敷地の過度な細分化の抑制 
・高経年マンションの建替え促進 等 

 ②賃貸住宅を中心とした空き家の存在 
・大田区は単独世帯が増加しているものの、賃貸住宅を中心に空き家数が全国3
位 
・供給が需要を超過しているだけでなく、立地（駅距離・生活利便性）、建物性
能（耐震性・省エネ性・バリアフリー性）、間取り、管理状態などの質的要因によ
る住宅需給のミスマッチが生じている可能性 

 ③地域特性に応じた住宅ストックの再生・活用 
・駅周辺、住居専用系の市街地、混在系の市街地など、地域ごとに異なる
住宅地の特性を生かした住宅ストックの流通促進や活用 等 
【誘導施策等でのメニューイメージ】 
・空き家データベースを活用した重点的に空き家対策を推進するエリアの設定
等 

  

施設の老朽化 

公共施設配置の最適化 

子育て世帯から選ばれる
まち 

既存住宅ストックの活用 
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２ 地域別の施策・誘導方針 
 

（１）土地利用分野 

・身近な生活圏における商業等生活機能の確保は、住専系の土地利用が広がる台地部、馬込・池上地域
において検討し、良好な住環境を生かしながら、高齢者や共働き世帯が暮らしやすい環境を実現 

・工業・物流エリアにおける就業生活を支える機能の確保は、工業・物流系の用途が広がる空港臨海部にお
いて検討し、産業立地の場としての魅力向上を実現 

・市街地のスポンジ化は、混在系の土地利用が広がる区の東部地域で展開し、低未利用地を生かして過密
を解消するとともに、居住環境を改善 

・蒲田駅・京急蒲田駅周辺、大森駅周辺、HANEDA GLOBAL WINGSでは、中心拠点に相応しい都市
機能を誘導 

・戦災復興土地区画整理事業で基盤が整備されている蒲田駅・京急蒲田駅周辺、大森駅周辺では街区再
編により都市機能を更新 

 

施策・誘導方針 

都市マスのテーマ 都市マスの地域区分 

に
ぎ
わ
い
・
交
流 

暮
ら
し
や
す
さ 

安
全
・
安
心 

環
境 

台
地
部 

馬
込
・
池
上 

大
森 

蒲
田 

多
摩
川
沿
い 

糀
谷
・
羽
田 

空
港
臨
海
部 

①身近な生活圏における商業等生活機能の確保  ●   ● ●      

②工業・物流エリアにおける就業生活を支える機能の確保 ●          ● 

③市街地のスポンジ化の防止  ● ●    ● ● ● ●  

④中心拠点に相応しい都市機能の誘導 ●      ● ●   ● 

⑤既存ストックを生かした街区再編の推進 ●      ● ●    

 

（２）交通分野 

・台地部、馬込・池上地域、大森、多摩川沿い地域では、バスの利用圏外エリアやバス路線があっても便数が
少ないエリアがあり、路線バスの活性化のほか多様なモードによる地域のモビリティを確保 

・蒲田駅・京急蒲田駅周辺、大森駅周辺では、ウォーカブルなまちづくりと併せて駐車場の配置を適正化 
 

施策・誘導方針 

都市マスのテーマ 都市マスの地域区分 

に
ぎ
わ
い
・
交
流 

暮
ら
し
や
す
さ 

安
全
・
安
心 

環
境 

台
地
部 

馬
込
・
池
上 

大
森 

蒲
田 

多
摩
川
沿
い 

糀
谷
・
羽
田 

空
港
臨
海
部 

①需要に応じた多様な手段でのモビリティ確保  ●   ● ●      

②中心拠点でのウォーカブルなまちづくりと併せた駐車場の適正化 ●      ● ●    
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（３）水と緑分野 

・特徴ある公園がある台地部地域、馬込・池上地域、空港臨海部地域では、官民連携等の公園マネジメント
手法の検討と併せて老朽化した公園施設の更新や集客資源としての魅力を向上 

・小規模な公園は、周辺住民の将来的な年齢特性や土地利用も踏まえた機能の転換や再編、再編後の跡
地の有効活用（保育所設置等）を区内全域で検討 

 

施策・誘導方針 

都市マスのテーマ 都市マスの地域区分 

に
ぎ
わ
い
・
交
流 

暮
ら
し
や
す
さ 

安
全
・
安
心 

環
境 

台
地
部 

馬
込
・
池
上 

大
森 

蒲
田 

多
摩
川
沿
い 

糀
谷
・
羽
田 

空
港
臨
海
部 

①公園のマネジメント手法の検討と併せた公園の質・魅力の向上 ●   ● ● ●     ● 

②中長期な観点での公園の再配置  ●  ● ● ● ● ● ● ●  

 

（４）歴史文化分野 

・大田区歴史的風致維持向上計画における重点地区である池上公園、洗足池公園の周辺は、公共施設の
更新・再編時において、歴史文化的環境との調和を基本とするとともに、公園への来訪者が買い物や飲食等
を楽しむことができる集客施設等を立地誘導（必要に応じて用途制限を緩和） 

 

施策・誘導方針 

都市マスのテーマ 都市マスの地域区分 

に
ぎ
わ
い
・
交
流 

暮
ら
し
や
す
さ 

安
全
・
安
心 

環
境 

台
地
部 

馬
込
・
池
上 

大
森 

蒲
田 

多
摩
川
沿
い 

糀
谷
・
羽
田 

空
港
臨
海
部 

①公共施設の更新・再編と併せた歴史文化環境の向上 ●    ● ●      

②歴史的建造物周辺での集客施設等の立地誘導 ●    ● ●      

 

（５）防災分野 

・浸水対応型まちづくり及びまちづくりの機会を捉えた高規格堤防の整備は、高台（水害時緊急避難場所）
が不足するとともに、水害・震災の両方のリスクエリアを持つ多摩川沿い地域で推進 

・まちづくりの機会を捉えた内水氾濫に強い市街地の形成は、内水氾濫が反復する等の災害履歴をもつ馬
込・池上、蒲田、多摩川沿い地域で展開 

・土地の有効・高度利用と併せた一時滞在空間は、駅乗降客数が区内でも多い蒲田、大森地域で充実 

・木造密集市街地の防災性能・住環境の改善は、危険度の高い町丁目が分布する大森、蒲田、多摩川沿
い、糀谷・羽田で実施 

 

 

 



7 

施策・誘導方針 

都市マスのテーマ 都市マスの地域区分 

に
ぎ
わ
い
・
交
流 

暮
ら
し
や
す
さ 

安
全
・
安
心 

環
境 

台
地
部 

馬
込
・
池
上 

大
森 

蒲
田 

多
摩
川
沿
い 

糀
谷
・
羽
田 

空
港
臨
海
部 

①浸水対応型まちづくりの推進   ●      ●   

②まちづくりの機会を捉えた高規格堤防の整備   ●      ●   

③まちづくりの機会を捉えた内水氾濫に強い市街地の形成   ●   ●  ● ●   

④土地の有効・高度利用と併せた一時滞在空間の充実 ●  ●    ● ●    

⑤木造密集市街地の防災性能・住環境の改善  ● ●    ● ● ● ●  

 

（６）都市基盤・公共施設分野 

・都市基盤・公共施設の計画的な更新、人口分布構造やニーズの変化に対応した公共施設の再編は区内
全域で実施 

 

施策・誘導方針 

都市マスのテーマ 都市マスの地域区分 

に
ぎ
わ
い
・
交
流 

暮
ら
し
や
す
さ 

安
全
・
安
心 

環
境 

台
地
部 

馬
込
・
池
上 

大
森 

蒲
田 

多
摩
川
沿
い 

糀
谷
・
羽
田 

空
港
臨
海
部 

①都市基盤・公共施設の計画的な更新  ● ●  ● ● ● ● ● ● ● 

②人口分布構造やニーズの変化に対応した公共施設の再編  ●   ● ● ● ● ● ● ● 

 

（７）住宅・住環境分野 

・地域特性を生かした職住近接・一体の住まいづくり、良好な住宅ストックの形成・再生・活用は区内全域的
に実施 

 

施策・誘導方針 

都市マスのテーマ 都市マスの地域区分 

に
ぎ
わ
い
・
交
流 

暮
ら
し
や
す
さ 

安
全
・
安
心 

環
境 

台
地
部 

馬
込
・
池
上 

大
森 

蒲
田 

多
摩
川
沿
い 

糀
谷
・
羽
田 

空
港
臨
海
部 

①地域特性を生かした職住近接・一体の住まいづくり  ●   ● ● ● ● ● ●  

②地域特性を生かした良好な住宅ストックの形成  ●   ● ● ● ● ● ●  

③地域特性に応じた住宅ストックの再生・活用  ●   ● ● ● ● ● ●  
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